
北海道大学・大学院法学研究科・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１０１０１

基盤研究(B)（一般）

2018～2015

継続的更新機能・公益性適合機能・民主的正統化機能を内在した行政法システムの構築

Construction of the administrative law system with continuous updating function,
 public interest conforming function and democratic legitimating function

６０２３９９９４研究者番号：

山下　竜一（YAMASHITA, Ryuichi）

研究期間：

１５Ｈ０３２８９

年 月 日現在  元   ５ １６

円    11,600,000

研究成果の概要（和文）：　福島第一原発事故後，国は，新たに原子力規制委員会を作り，同委員会が安全基準
を策定し，それに基づいて原発再稼働の審査を行っている。しかし，これで安全基準は科学技術水準の発展に対
応できるのか，原発再稼働の際，地元自治体・住民の声を聞く必要はないかという疑問がある。
　原子力法制度に必要なのは，立法者や行政機関の専門技術的判断への信頼を前提とする法システムだけでな
く，立法者らの判断に限界があることを前提とし，それらを補完する法システムも用意し，これらの法システム
を有機的に連関させ，国民の生命・健康を保護するという法システムである。

研究成果の概要（英文）：   After the Fukushima nuclear plant No.1 accident, the Japanese country 
makes the Nuclear Regulatory Commission, and the committee devises a safety level and examines the 
re-operation of the nuclear plants. But I have questions. Whether the safety level can support the 
development of the technology standard? Whether the country does not have to hear the voice of the 
local government and inhabitants? 
   The atomic energy law system should have such systems as not only a law system based on the trust
 to a judgment of the expertise of legislative and administration but also the another law system 
supplementing the misjudgment of legislative and administration, so that the law systems protect 
life, the health of the nation.

研究分野：公法学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　第1に，福島第一原発事故は，法制度自体の欠陥だけでなく，立法者が予定していたよう法制度が機能しなか
ったことを明らかにした。したがって，このような限界を前提とした法制度を構築すべきであり，継続的更新機
能や民主的正統化機能を持たせる必要があると考える。第2に，行政判断への専門集団の関与だけで行政裁量を
認めることは難しく，また，法規命令にすれば科学技術水準の発展に柔軟に対応しうるとは言えないことを明ら
かにした。第3に，原発の安全神話が崩壊した今，原発の立地や再稼働に伴うリスクを受容するかどうかについ
て，周辺住民・自治体の意思を改めて問う必要があるという政策提言をした。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
（1）2011 年 3 月 11 日に発生した福島第一原発事故の後，日本の原発はすべて運転停止した。
本研究を開始した 2012 年度当初もなお，全原発が停止しており，我々は，原発再稼働それ自体
の是非，仮に再稼働する場合の再稼働の条件，決定判断のあり方につき解決すべき問題に直面
していた（事故後，最初に再稼働したのは川内原発 1 号機で，2015 年 8 月 11 日のことである）。 
 
（2）このような状況において，（中央）政府は，独立性の高い原子力規制委員会を新たに組織
し，同委員会により新たな規制基準を策定させ，それに基づいて各原発に対し「厳格審査」を
行ってきた。 
 
（3）しかし，これらの対応は，旧来型の法システムを根本的に変革するものではなく，旧来型
の法システムの欠陥を弥縫策で補おうとしたものと，我々は評価する。すなわち，新規制基準
の策定を原子力規制委員会に委ねれば，安全基準は科学技術水準の発展に柔軟に対応できるの
であろうか。新規制基準をクリアできれば，原発は再稼働できるのか。再稼働に対して立地自
治体が事前了解すれば再稼働できるのか。立地自治体の事前了解を得れば，地元の自治体・住
民の声が反映したと言えるのか。再稼働した原発に対し，訴訟が提起された場合，裁判所は福
島第一原発事故以前と同じく原子力規制委員会による「厳格審査」を追認するのか。このよう
な問題を考えると，（中央）政府による事故後の対応において，多元的利害関係主体の利害調整
のあり方は手つかずと言ってよい。 
 
 
２．研究の目的 
 
 原発の再稼働をめぐって日本各地で様々な利害が激しく対立する中，本研究は，原発の再稼
働の是非も含め，再稼働の前後に発生する法的諸問題の中から，①安全基準の改訂と安全性審
査，②安全協定の締結とその運用，③再稼働をめぐる訴訟という 3 つの中心局面を取り上げた。
そして，これらの法的問題を憲法，行政法の観点から実証的理論的に分析し，解決の方向性を
示すと共に，それを手がかりとして，科学技術水準の発展や公益性の変化に柔軟に対応する機
能（継続的更新機能），国家公益・地域公益間，地域間格差の調整に配慮する機能（公益性適合
機能）及び各局面で民主的正統性を確保する機能（民主的正統化機能）を備えた新たな行政法
システムの構築に向けた理論的研究を行うことを目的とした。我々が考えている新たな行政法
システムをより具体的に説明すると，次のように整理できる。 
 
（1）多元的な利害関係主体の参画と議会の関与に基づく安全基準システム 
 すなわち，専門家に丸投げするのではなく，トランスサイエンスの観点から安全基準の策定・
改定に多元的な利害関係主体の参画を認めることで，科学技術の発展に柔軟に対応すると共に，
多様な公益にも適合するシステムであり，他方，参画する多元的な利害関係主体にすべての決
定を委ねるのではなく，安全基準の策定や改訂に議会を関与させ，その局面での民主的正統性
をも確保するシステムである。 
 
（2）国家公益・地域公益間，地域間格差の調整の帰結としての継続的交渉事務を伴う安全協定
システム 
 本研究は，中央政府に権限を集中させるのではなく，自治体・住民の地域公益を反映させる
新たな調整プロセスの構築をめざし，その手がかりとして安全協定に注目する。具体的には，
地域間格差の調整を図るため周辺自治体・住民をも安全協定の締結主体となるシステム，継続
的交渉義務という観点から内容を継続的に見直す安全協定システム，他方，安全協定の締結主
体にすべての決定を委ねるのではなく，議会にも承認等の関与を認め，その局面での民主的正
統性をも確保する多機能的なシステムをめざす。 
 
（3） 科学技術の発展に柔軟に対応し，公益保護に資する新たな訴訟システム 
 （1）（2）で述べたシステム改革に伴い，訴訟システムの改革も避けられない。処分時の科学
技術水準を前提とするのではなく，科学技術水準の継続的発展に対応するために現行の義務付
け訴訟等を活用するだけでなく，専門家，各種自治体・住民，NPO などの多元的利害関係主体
による訴訟関与の道を拡大するために公益訴訟・団体訴訟の導入も不可欠である。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究が取り上げる「安全基準の改訂と安全性審査」，「安全協定の締結とその運用」，「再稼
働をめぐる訴訟」という 3 つの中心局面に対応させて，「安全基準班」，「安全協定班」，「訴訟班」
の 3 つの研究チームを編成した。そして，山下がこれらの研究チームを統括し有機的に結びつ
けた。初年度は，全体会合において，メンバー全員が問題意識を共有した上，各研究チームで



の課題の抽出と整理を行った。また，比較研究の資料収集を兼ね，ドイツ，フランスで調査し
た。2 年目は，各研究チームの課題を確定して，課題ごとの研究をすすめた。また，課題研究
に必要な資料を収集・分析しながら，国内の研究者の招聘や海外調査を通じて意見交換を行っ
た。3 年目からは，各研究チームの研究成果を踏まえ，各メンバーが個別の研究テーマを担当
し，各自，そのテーマに関する研究を開始した。その後，研究成果の一部を法律時報で公表す
ることになったため，掲載順に執筆者が原稿を持ち寄り，全体会合において意見交換を行い，
ブラッシュアップに努めた。その結果，2017 年 10 月号から 10 回連載で法律時報に公表された。 
 
 
４．研究成果 
 
（1）本研究の対象と留意点 
 本研究は，第 1 に，最新の法改正状況を追いかけるというよりも，一旦立ち止まってこれま
での事実経過・議論を振り返り，法律学から原発問題を検証するだけでなく，原発問題から法
律学を検証することを目的としている。第 2 に，我々は改正された部分だけでなく改正されな
かった部分にも注目する。第 3 に，本研究は，原発問題と公法理論とを意識的に関連づけよう
とするものであるが，原発問題の中にある特殊な議論と一般化できる議論を区別する。第 4 に，
事故によって明らかになったのは，原子力法制度自体に欠陥があったことだけでなく，原子力
法制度が，立法者が予定していたようには機能しなかったことがある（法の機能不全，執行欠
如）。従って，法改正によって法の無謬性が回復されたと考えるべきではなく，法は常に上記の
問題を抱えていることを前提とした上で，法制度をどのように構築すべきか検討する必要があ
る。 
 
（2）法改正前の法状況の検証 
 法改正前の法状況について十分に議論されないままの法律問題として，次のようなものがあ
る。①事故によって旧審査基準が不合理であったことは明らかになったが，旧審査基準が不合
理になったのはいつか。②不合理な旧審査基準に基づいてなされた原子炉設置許可等は違法と
なるのか。仮に，違法となると，現在ある原発はすべて違法状態にあるといえる。③仮に，原
発が違法状態にあるとすると，旧審査基準に基づいて許可された原発に対し国はなぜ運転停止
命令を出さなかったのか。これらの法律問題については，改めて議論をするべきである。 
 
（3）原子力法制度における継続的更新機能の確保 
 本研究では，原子力法制度に継続的更新機能が必要であると考えるが，これは，行政法理論
から見ていかなる意味を有しているか。 
① 行政裁量との関係 
 今後は，行政庁自らが専門技術的知見を有しているということ，あるいは，行政庁の判断過
程に専門集団が関与していることだけで，専門技術的裁量を認めることは難しいのではないか。
規制委員会の判断に専門技術的裁量を認めるためには，規制委員会に継続的更新義務があるこ
とを明確にした上で，規制委員会が実際に継続的更新義務を履行しているかどうかまでチェッ
クする必要がある。 
② 行政立法との関係 
 新規制基準は法規命令となったが，これによって旧規制基準の問題は解決できたか。法規命
令の授権（委任）の趣旨に新規制基準の継続的更新義務を読み込むことができれば，規制基準
の継続的更新機能を「強化」することは可能である。しかし，新規制基準が最新の科学技術水
準に適合していない場合には，行政庁は新規制基準と異なる判断をすることができない。やは
り，新規制基準の継続的更新機能をいかに確保するかという問題が残る。 
③ 継続的更新義務の法的根拠 
 行政組織や行政立法に継続的更新機能を付与するためには，それを義務づける法制度が必要
であるが，そもそも，継続的更新義務はどのように根拠づけられるかが問題となる。これにつ
いてはいくつかの立場があるが，行政領域の性格，個別法の趣旨から継続的更新義務を根拠づ
けることは可能であると思われる。 
 
（4）原子力法制度における民主的正統化機能の確保 
 本研究では，原子力法制度に民主的正統化機能が必要であると考えるが，これは，行政法理
論から見ていかなる意味を有しているか。 
① 周辺住民・自治体の関与の要否について 
 原発再稼働に周辺住民・自治体を関与させるべきかどうかについてはいくつかの立場がある
が，原発の安全神話が崩壊した今，原発（再稼働）に伴うリスクを受容するかどうかについて，
周辺住民・自治体の意思を改めて問う必要があるのではないか。特に，原発の立地決定により，
特定地域の住民・自治体が原発に伴うリスクを受けることが決まるのであるから，立地決定を
法律上明確に位置づけると共に，この段階で，原発に伴うリスクを受容するか否かについて周
辺住民・自治体の意思を問い，それに基づき，行政が政策的判断を行うべきである。 
② 規制委員会による政策的判断の有無 



 原発再稼働の段階，あるいは，立地決定の段階で，周辺住民・自治体の意思を問う必要があ
るという立場に立てば，適合性審査に基づく原子炉設置変更許可等，あるいは，立地決定を含
む原子炉設置許可には，周辺住民・自治体の意思を考慮するという意味での政策的判断が含ま
れていることになる。 
 
（5）有機的多重的法システムの構築に向けて 
 我々は，新たな原子力法制度によって原発の安全性は確保できるのか，規制委員会は規制基
準を継続的に最新の科学技術水準に適合させていくことができるのか，規制基準が最新の科学
技術水準に適合していない場合どうすればよいのか，再稼働に向けての立法機関や行政機関の
決定に本当に国民や周辺住民・自治体の意思が反映されているのか，立法機関や行政機関の決
定に国民や周辺住民・自治体の意思が反映していない場合どうすればよいのかといった疑問を
持ちつつ，今後も継続的に原子力法制度をチェックしていかなければならない。今後の原子力
法制度に必要なのは，立法者意思や行政機関の専門技術的判断（への信頼）を前提とする法シ
ステムだけでなく，立法者意思や行政機関の専門技術的判断の限界を前提とし，これらの限界
を補完する法システムも用意し，パッチワーク的対応にならないよう，これらの法システムを
有機的に連関させて，国民の生命・健康を保護するという法システムではないか。このような
有機的多重的法システムを具体化することが今後の課題である。 
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